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平成１５年３月期          中間決算短信（連結）             平成 14 年 11 月 19 日 
 

    日 清 紡                                      上場取引所  東・大・名・福・札 
   （コード番号：３１０５）                                  本社所在都道府県  東京都 
  (URL  http://www.nisshinbo.co.jp/) 
代    表    者  役職名  取締役社長 指 田 禎 一  
問合せ先責任者  役職名  取締役 
                        経理本部長 鵜 澤  静      TEL（03）5695－8846 
決算取締役会開催日 平成 14 年 11 月 19 日 
米国会計基準採用の有無      無 
 
１．１４年９月中間期の連結業績（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） 
（１）連結経営成績                                 （百万円未満四捨五入） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 
１４年９月中間期 
１３年９月中間期 

           百万円     ％ 
   １１３，４４０   △0.5 
 １１４，０５３   △1.0 

          百万円       ％ 
      ２，０４７     △6.7 
    ２，１９４    △20.9 

   百万円        ％ 
     １，６７１   2,345.0 
           ６８    △97.1 

１４年３月期    ２２５，８３６      ３，９６８        △８９４ 
 
 

中間（当期）純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間（当期）純利益 

 
１４年９月中間期 
１３年９月中間期 

          百万円       ％ 
        △４６０      － 
        △８３２      － 

        円      銭 
      △２    １３ 
      △３    ７６ 

        円    銭 
           － 
           － 

１４年３月期     △２，６４９     △１２    ０３            － 
(注)①持分法投資損益  14 年 9 月中間期 △410 百万円  13 年 9 月中間期 △2,325 百万円  14 年 3 月期 △5,157 百万円 
    ②期中平均株式数(連結)14 年 9 月中間期 216,355,643 株 13 年 9 月中間期 221,456,010 株 14 年 3 月期 220,126,611 株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（２）連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
１４年９月中間期 
１３年９月中間期 

            百万円 
    ３４８，５６５ 
    ３８３，３１０ 

            百万円 
    ２００，３７２ 
    ２２２，７６４ 

             ％ 
      ５７．５ 
      ５８．１ 

        円     銭 
    ９２６   ２８ 
１，００５   ９０ 

１４年３月期    ３６４，１６１     ２１３，６６４       ５８．７     ９８８   ０２ 
（注）期末発行済株式数(連結)14 年 9 月中間期 216,317,806 株 13 年 9 月中間期 221,457,155 株 14 年 3 月期 216,255,623 株 
 
（３）連結キャッシュ・フロ－の状況 
 営業活動による 

キャッシュ・フロ－ 
投資活動による 
キャッシュ・フロ－ 

財務活動による 
キャッシュ・フロ－ 

現金及び現金同等物 
期   末   残   高 

 
１４年９月中間期 
１３年９月中間期 

           百万円 
     １５，０４３ 
       ７，０９７ 

           百万円 
        △７８５ 
     △５，８８６ 

           百万円 
     △２，０７０ 
     △３，９０７ 

           百万円 
     ２５，６０７ 
     １５，２３９ 

１４年３月期      １３，２９８     △９，８１４     △８，１８４    １３，４１９ 
 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
    連結子会社数  ２７社   持分法適用非連結子会社数  ０社   持分法適用関連会社数 ２社 
 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
    連結（新規） １社（除外）１社     持分法（新規）０社（除外）２社 
 
２．１５年３月期の連結業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 
 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
 
 通    期  

               百万円 
       ２３２，０００ 

               百万円 
           ４，８００ 

               百万円 
          １，０００   

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）4円 22 銭 
※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、実際の業績はこれらの予想数値と異なる結果 
  となる可能性があります。なお、業績予想に関する事項については、添付資料の連５ペ－ジを参照下さい。 
 
 
 



(連2) 

企 業 集 団 の 状 況  
                                                           日清紡 

    当社企業集団は、当社、子会社３８社及び関連会社９社で構成され、繊維事業、ブレーキ製品事業、 
  紙製品事業、化成品事業、不動産事業及びその他事業を営んでいます。 
 （1）事業系統図 
                                 製 品 

        
･恵美寿織布㈱            
･日清紡ﾔ-ﾝﾀﾞｲﾄﾞ㈱ 
･日清紡ﾓﾋﾞｯｸｽ㈱ 

加  工 繊 
 
 製 品 ･ﾆｯｼﾝ･ﾄ-ｱ㈱ 

･㈱ﾅｲｶﾞｲｼｬﾂ 
製 品    

･ﾆｯｼﾝ･ﾃｯｸｽ㈱          
･日新ﾃﾞﾆﾑ㈱  維   ･岩尾㈱     
     ･NISSHINBO DO BRASIL     
      INDUSTRIA TEXTIL LTDA.     
        製   ･P.T.GISTEX NISSHINBO     
･P.T.GISTEX NISSHINBO   日   INDONESIA 製 品    
 INDONESIA 製  品    ･P.T.NIKAWA TEXTILE     
･P.T.NIKAWA TEXTILE  品    INDUSTRY     
 INDUSTRY     ･日清紡績(上海)有限公司     
･SHIN MING     ･PENTAGON INDUSTRIES     
 INTERNATIONAL CO,.LTD     ･寧波維科棉紡織有限公司     
     ･P.T.ﾅｲｶﾞｲｼｬﾂｲﾝﾄﾞﾈｼｱ    得 

           
  ブ    ･日清紡ﾌﾞﾚ-ｷ販売㈱     
     ･㈱日清紡ﾃｸﾉﾋﾞｰｸﾙ     
  レ   ･NISSHINBO AUTOMOTIVE     
    

清 
  CORPORATION 

･NISSHINBO AUTOMOTIVE 
    

･NISSHINBO SOMBOON 
 AUTOMOTIVE CO.,LTD 

部 品  
キ 
 製 品  MANUFACTURING INC. 

･NISSHINBO SOMBOON 
製 品    

      AUTOMOTIVE CO.,LTD     
  製   ･SAERON AUTOMOTIVE      
      CORPORATION     
  品   ･ｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃ-ﾍﾞｽ㈱     
          
          

･東海製紙工業㈱  紙  製 品  製 品    
･東海紙工㈱ 製 品    ･ﾆｯｼﾝ･ﾄ-ｱ㈱     
･上海日豊工芸品有限公司  製    ･日本ﾎﾟｽﾀﾙﾌﾗﾝｶ-㈱    意 
   紡       

  品        
          

 製 品   製 品 ･ﾆｯｼﾝﾎﾞｳ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 製 品    
･日本高分子㈱  化   ･日本ﾎﾟｽﾀﾙﾌﾗﾝｶ-㈱     
     ･日清紡ﾃﾝﾍﾟｽﾄ㈱  ･日本高分子㈱   
  成   ･榎本寝装㈱  ･岩尾㈱ 製 品  
       ･KOHBUNSHI(THAILAND)LTD   

  品     ･浦東高分子(上海)有限公司   
          
          

･日清紡都市開発㈱ 賃  貸 不  賃 貸 ･ﾆｯｼﾝ･ﾄ-ｱ㈱ 賃 貸    
･関西日清紡都市開発㈱   績  ･日清紡都市開発㈱     
  動    賃 貸    
     ･岩尾㈱    先 

  産  賃 貸 ･NISSHINBO EUROPE B.V.     
          
ﾒｶﾄﾛﾆｸｽ    製 品 ･日清紡機械販売㈱ 製 品    
     ･NISSHINBO EUROPE B.V.     
電子機器 加 工 そ    製 品    
･日無工芸㈱      ･上田日本無線㈱     
･浅科ﾆﾁﾑ㈱          
その他  の        
･森川商事㈱ 
･ﾛ-ﾔﾙﾚ-ｽ㈱ 

         

･日清紡香港有限公司 
･NISSHINBO EUROPE B.V. 

  
他 
       

･㈱日新環境調査ｾﾝﾀ- ｻ-ﾋﾞｽ他         
･日清紡ﾄﾚ-ﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱          
･㈱日清紡ｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚ-ﾄ 
･上田ﾆﾁﾑ総合ﾋﾞｼﾞﾈｽｻ-ﾋﾞｽ㈱ 
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                          経    営    方    針                  日清紡 
 

１．経営の基本方針 

    当社は「至誠一貫」を経営理念として、社会・顧客・社員の立場を尊重しつつ、常に公正を期し、誠実な 

  経営活動を志しております。最近社会的に問題となっておりますコンプライアンス（法令遵守）に関しまし 

ても、「日清紡企業行動憲章」の精神を全社的に深く浸透させるべく、体制強化に取組んでおります。 

    現在、日本経済は依然厳しい状況下に置かれています。個人消費と企業の設備投資の低迷が続き、雇用情 

勢も改善が見られぬ中、当社は①企業価値の増大②事業部門の競争力強化③世界標準への積極的対応を基本 

姿勢とし、業容の拡大と収益力の向上に努めてまいりました。 

  特に、２０００年度を初年度とする「３カ年計画２００３」の最終年度に当たる今年度は「３カ年計画収 

益目標の達成」「将来の発展に向けた利益拡大策の立案と実行」のふたつを今年度のスロ－ガンに掲げ、全 

社一丸となって計画目標に邁進致しております。 

 

２．経営戦略 

   既存の事業分野では、引続き事業の再構築を推進しております。国内設備の縮小、海外展開の拡充、技術 

   力・販売力の強化により、国際競争力の強化を図ると同時に、事業再構築によって生じる遊休地・低利用地 

   の再開発事業を進めてまいります。 

   新規事業分野では、燃料電池用セパレ－タ－事業、プラズマディスプレイパネル用フィルタ－事業の収益 

   力を早期に向上させるとともに、引続き成長が期待できる分野の事業化を積極的に推進致します。 

     同時に、日清紡グル－プ全体としての観点から、事業・資産運用の見直しを行い、グル－プとしての経営 

   力を一層強化してまいります。 

  （１）業容の拡大 

      繊維事業では、国際競争力強化と収益力向上を目的に、新たにグロ－バルオペレ－ション推進室を設置 

   致しました。当社繊維部門は、中国・インドネシア・ブラジルに海外生産・販売拠点を持っております。 

   グロ－バルオペレ－ション推進室では、これらの海外拠点と、国内の営業各部・各工場との相乗効果を最大 

   限に発揮させるとともに、国内外の市場調査、新販路開拓を推進してまいります。 

     また、国際競争力強化の一環として、日清紡績(上海)有限公司を設立しました。今後、中国を中心とした繊 

   維事業の拠点として大いに活用して行く考えであります。 

     研究開発分野では、独自の新イオン性液体を用いた、高性能の電気二重層キャパシタ－の開発に成功致し 

   ました。このキャパシタ－を中核商品とした蓄電装置事業を、２００３年から新たに展開していく予定で 

   あります。 

 

  （２）グル－プ経営の強化 

     関係会社の経営力を一層強化するため、子会社・関連会社代表者会議の開催等実施いたしました。また、 

   グル－プとしての事業の相乗効果を考慮し、関連会社であった日本無線㈱、長野日本無線㈱の株式を一部 

   売却したため、この２社は持分法適用対象会社ではなくなりました。 

         

３．配当政策 

    当社は、業容の拡大と業績向上を通じて株主の皆様のご負託にお応えするとともに、現行の配当水準 

  の維持はもちろん、収益の向上に応じて増配などの利益還元を行うことを基本方針としております。な 

  お、その具体的な時期と方法は、将来の事業展開に備えた内部留保との関係を総合的に判断してまいり 

    たいと考えております。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 
                                                                                     日清紡 

（１）当中間期の概況 

  当中間期におけるわが国経済は、依然として回復の力強さに欠け、底這いの状態に終始しました。 

    このような状況下、将来の発展に向けた利益拡大策の立案と実行をスロ－ガンの一つとして、新規分野の 

拡充と、事業再構築に注力しました。 

    この結果、連結の業績は売上高 113,440 百万円（前年同期比 0.5％減）と微減となりましたが、電子部品関 

連持分法適用会社の株式の一部売却により持分法適用会社から除外したため、持分法投資損失が減少し、経常利

益は 1,671 百万円（前年同期比 2,345％増）と大幅増益となりました。一方、上記持分法適用会社の株式の一部

売却により、連結では特別損失を計上したこともあり、460 百万円の中間純損失となりました。 

    事業のセグメント別業績は以下の通りであります。なお、今中間期よりその他事業に含めていました化成 

  品事業を区分表示することにしました。 

 ［繊維事業］ 

    二次製品を中心とした海外生産シフトの進行、輸入圧力により国内販売が大幅に減少したため、減収とな 

りました。利益も停滞在庫の評価損計上等により減益となりました。 

  この結果、売上高は 36,280 百万円（前年同期比 9.3％減）、営業損失は 894 百万円と赤字を余儀なくされ 

ました。 

 ［ブレーキ製品事業］    

    ブレ－キ製品は国内では補修製品の受注増、米国では自動車生産増、韓国では主要取引先の生産増等によ 

る受注増から、増収・増益となりました。 

ＡＢＳ製品は採用車種の販売好調から増収・増益となりました。 

    この結果、ブレーキ製品事業全体では売上高は 27,852 百万円（前年同期比 10.3％増）、営業利益は 2,500 

百万円と前年同期比増収・増益となりました。 

［紙製品事業］ 

    家庭紙は製品価格の回復傾向の中、差別化商品の拡販により増収となりましたが、景気低迷の影響を受けた洋

紙が減収となったため、全体では減収となりました。一方営業利益は、製造コストの低減、原料パルプの価格安

定から増益となりました。 

    この結果、売上高は 12,863 百万円（前年同期比 3.8％減）、営業利益は 675 百万円と前年同期比減収・増益

となりました。 

［化成品事業］ 

    景気低迷、ＩＴ不況から売上は伸び悩みましたが、今中間期より連結子会社が増加したため、増収となりまし

た。営業利益も合理化効果により増益となりました。 

    この結果、売上高は 16,103 百万円（前年同期比 20.9％増）、営業利益は 256 百万円と前年同期比増収・増 

益となりました。 

［不動産事業］ 

新規物件により、売上高は 2,364 百万円（前年同期比 9.6％増）､営業利益は 1,289 百万円と増収・増益と 

  となりました。  

［その他事業］ 

    メカトロニクス製品は自動車関連の設備需要から専用機が堅調であったため、微増収となりましたが、在 

庫評価損計上等により減益となりました。 

通信機器は大口取引先との取引終了、価格低迷の影響を受け減収・減益となりました。 

ＰＤＰフィルタ－は需要拡大により増収となりましたが、製造コストの上昇により減益となりました。 

    これらの結果、その他事業全体では売上高は 17,978 百万円（前年同期比 9.9％減）、営業損失は 1,794 百 

万円となりました。 

 

 

 



(連5) 

 

                                                                                     日清紡 

（２）当中間期の財政状態 

  (営業活動によるキャッシュ・フロ－) 

    営業活動の結果増加した現金及び現金同等物は 15,043 百万円となりました。これは主として減価償却費 

6,233 百万円、売上債権の減少額 5,966 百万円、棚卸資産の減少額 3,424 百万円によるものであります。 

  (投資活動によるキャッシュ・フロ－) 

    投資活動の結果減少した現金及び現金同等物は 785 百万円となりました。これは主として投資有価証券売 

却による収入 3,146 百万円があったものの、有形固定資産の取得による支出 4,786 百万円が発生したことに 

よるものであります。 

  (財務活動によるキャッシュ・フロ－) 

    財務活動の結果減少した現金及び現金同等物は 2,070 百万円となりました。これは主として長期借入金の 

返済 1,642 百万円、配当金の支払 757 百万円によるものであります。 

    以上の結果、営業活動によるキャッシュ・フロ－の黒字拡大を主因として、現金及び現金同等物の中間期 

末残高は 25,607 百万円と前期末に比べ 12,188 百万円増加しました。 

 

（３）通期の見通し 

    通期の見通しにつきましては、依然として続く個人消費の低迷、物価下落など先行き不透明感な面も多く楽観

できる状況ではありませんが、売上高は期初想定通り、232,000 百万円と予想しています。 

経常利益は、電子部品関連持分法適用会社の株式の一部売却による持分法投資損失の減少が寄与し、4,800 百

万円の黒字を予想しています。 

この結果、当期純利益につきましては、上記株式の一部売却による特別損失を計上しましたが、経常利益の回

復により、1,000 百万円の黒字を予想、前期の赤字から大幅な改善が達成できる見通しであります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



(連6) 

 
 

中 間 連 結 損 益 計 算 書 
                                                                                   日清紡 
                                                                                   （単位：百万円） 
 
        科         目 
 

当中間期 
自 14.4. 1 
至 14.9.30 

前年中間期 
自 13.4. 1 
至 13.9.30 

 
増減金額 

前    期 
自 13.4. 1 
至 14.3.31 

 
   売 上 高 
   売 上 原 価 
   販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 
   営 業 利 益 
   営 業 外 収 益 
      受 取 利 息 
      受 取 配 当 金 
      連 結 調 整 勘 定 償 却 
      雑 収 入 

       計 
   営 業 外 費 用 
      支 払 利 息 
      持分法による投資損失 
      雑 損 失 

       計 

 
113,440 
98,290 
13,103 
2,047 
 
605 
567 
18 
219 
1,409 
 
728 
410 
647 
1,785 

 
114,053 
98,685 
13,174 
2,194 
 
634 
567 
18 
328 
1,547 
 
895 
2,325 
453 
3,673 

 
△613 
△395 
△71 
△147 
 
△29 
－ 
－ 
△109 
△138 
 

△167 
△1,915 
194 
△1,888 

 
225,836 
195,917 
25,951 
3,968 
 

1,280 
793 
36 
797 
2,906 
 

1,767 
5,157 
844 
7,768 

   経 常 利 益 1,671 68 1,603 △894 
   特 別 利 益 
      固 定 資 産 売 却 益 
      投 資 有 価 証券売却益 
      貸 倒 引 当 金 戻 入 額 
                 計  
   特 別 損 失 
      固 定 資産売却廃棄損 
      投 資 有価証券売却損 
      投 資 有価証券評価損 
      ゴ ル フ会員権評価損 
      特 別 退 職 金 
      事 業 整 理 損 
      棚 卸 資 産 整 理 損 
      事 業 再 開 発 費 用 
                 計 

 
7 
400 
－ 
407 
 
240 
850 
198 
8 
16 
131 
－ 
112 
1,555 

 
331 
1,583 
－ 
1,914 
 
179 
－ 
271 
－ 
276 
951 
－ 
98 
1,775 

 
△324 
△1,183 
－ 

△1,507 
 
61 
850 
△73 
8 
△260 
△820 
－ 
14 
△220 

 
2,759 
3,085 
10 
5,854 
 

1,007 
24 
1,343 
2 
752 
775 
825 
186 
4,914 

 税金等調整前中間（当期）純利益 523   207 316 46 
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 
少 数 株 主 利 益 
少 数 株 主 損 失 

2,330 
△1,293 
－ 
54 

1,675 
△590 
－ 
46 

655 
△703 
－ 
8 

1,425 
1,238 
32 
－ 

  中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 △460 △832 372 △2,649 
 
 



(連7) 

 

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 
                                                                                   日清紡 
                                                                              （単位：百万円） 

      科        目 
当中間期末 
(14.9.30 現在) 

前期末 
(14.3.31 現在) 増減金額 

前年中間期末 
(13.9.30 現在) 

資 産 の 部 348,565 364,161 △15,596 383,310 
 流 動 資 産 

    現 金 及 び 預 金 

    受 取 手 形 及 び 売 掛 金 

    棚 卸 資 産 

    繰 延 税 金 資 産 

    前 渡 金 

    短 期 貸 付 金 

    そ の 他 

    貸 倒 引 当 金 

 

 固 定 資 産 

  有 形 固 定 資 産 

    建 物 及 び 構 築 物 

    機 械 装 置 及 び 運 搬 具 

    土 地 

    そ の 他 

 

  無 形 固 定 資 産 

  

  投 資 そ の 他 の 資 産 

    投 資 有 価 証 券 

    長 期 未 収 入 金 

    繰 延 税 金 資 産 

    そ の 他 

    貸 倒 引 当 金 

    144,017 
30,491 
56,340 
38,234 
2,251 
1,622 
247 
15,529 
△697 
 

    204,548 
    107,674 
44,897 
40,065 
17,026 
5,686 
 

        767 
 

     96,107 
92,274 
－ 
415 
4,905 
△1,487 

    139,973 
19,212 
60,248 
41,962 
1,528 
1,694 
250 
15,821 
△742 
 

    224,188 
    110,600 
45,848 
42,740 
16,236 
5,776 
 

        754 
 

    112,834 
108,764 
－ 
532 
4,836 
△1,298 

     4,044 
11,279 
△3,908 
△3,728 
723 
△72 
△3 
△292 
45 
 

  △19,640 
   △2,926 
△951 
△2,675 
790 
△90 
 

        13 
 

  △16,727 
△16,490 
－ 
△117 
69 
△189 

   142,505 
20,132 
65,944 
42,690 
2,003 
1,741 
390 
10,482 
△877 
 

   240,805 
   112,734 
47,478 
44,096 
17,458 
3,702 
 

       730 
 

   127,341 
119,691 
4,942 
446 
3,572 
△1,310 

資  産  合  計 348,565 364,161 △15,596 383,310 

 

 

 

 

 



(連8) 

 

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 
                                                                                   日清紡 
                                                                              （単位：百万円） 

      科        目 
当中間期末 
(14.9.30 現在) 

前期末 
(14.3.31 現在) 増減金額 

前年中間期末 
(13.9.30 現在) 

負 債 の 部 142,863    145,100 △2,237 155,487 

 流 動 負 債 

    支 払 手 形 及 び 買 掛 金 

    短 期 借 入 金 

    一年内返済の長期借入金 

    未 払 費 用 

    未 払 法 人 税 等 

 従 業 員 預 り 金 

    圧 縮 未 決 算 特 別 勘 定 

    そ の 他 
 

 固 定 負 債 

    長 期 借 入 金 

    繰 延 税 金 負 債 

    退 職 給 付 引 当 金 

    役 員 退 職 引 当 金 

    長 期 預 り 金 

    圧 縮 未 決 算 特 別 勘 定 

    連 結 調 整 勘 定 

    そ の 他 
 

     86,753 
19,986 
48,138 
1,655 
3,673 
2,348 
4,131 
1,503 
5,319 
 

     56,110 
9,658 
14,697 
22,681 
775 
8,023 
－ 
109 
167 

    86,963 
   20,191 
    48,415 
     2,185 
     3,690 
      423 
  4,165 
1,805    
6,089 

  
     58,137 
    11,029 
    16,043 
    22,031 
862 

     7,619 
     － 
144 

       409 

     △210 
△205 
△277 
△530 
△17 
1,925 
△34 
△302 
△770 
 

   △2,027 
△1,371 
△1,346 
650 
△87 
404 
－ 
△35 
△242 

     90,478 
23,383 
48,418 
1,178 
4,233 
1,618 
4,445 
－ 
7,203 
 

     65,009 
11,896 
18,603 
22,342 
815 
7,918 
3,106 
162 
167 

少 数 株 主 持 分 5,330      5,397 △67 5,059 
資 本 の 部 200,372    213,664 △13,292 222,764 

    資 本 金 

    資 本 剰 余 金 

    利 益 剰 余 金 

    土 地 再 評 価 差 額 金 

    その他有価証券評価差額金 

    為 替 換 算 調 整 勘 定 

    自 己 株 式 

    子会社が所有する親会社株式  

27,588 
20,401 
131,052 
－ 
24,425 
△2,999 
△95 
－ 

    27,588 
    20,401 
   141,022 
170 
25,715 
 △1,152 
      △20 
△60 

－ 
－ 

△9,970 
△170 
△1,290 
△1,847 
△75 
60 

27,588 
20,401 
146,680 
－ 
31,188 
△3,032 
△1 
△60 

負債、少数株主持分及び資本合計 348,565    364,161 △15,596 383,310 
 
 
 

 
 
 



(連9) 

 

中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 
                                                                               日清紡 

                                                                            （単位：百万円） 
 
        科         目 
 

当中間期 
自 14.4. 1 
至 14.9.30 

前     期 
自 13.4. 1 
至 14.3.31 

前年中間期 
自 13.4. 1 
至 13.9.30 

Ⅰ．資 本 剰 余 金 の 部 
  資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

  

 
20,401 

   
20,401 

  
20,401 

  資 本 剰 余 金 増 加 高    － － － 
 

  資 本 剰 余 金 減 少 高 
      

 
－ 

 
－ 

 
－ 

  資本剰余金中間期末（期末）残高 20,401   20,401   20,401 
 
Ⅱ．利 益 剰 余 金 の 部 

   

  利 益 剰 余 金 期 首 残 高 
  

141,022   148,213  148,213 

  利 益 剰 余 金 増 加 高 
    中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 
    連 結 子 会 社 の 減 少 に よ る 増 加 高 

    持分法適用会社の連結子会社増加による 

                                   増加高 

 
△460 
－ 
 
－ 

 
△2,649 
79 
 
－ 

        
△832 
79 
 
110 

計 
 

  利 益 剰 余 金 減 少 高 
    配 当 金 

    役 員 賞 与 

    持分法適用会社の増加による減少高 

    持分法適用会社の減少による減少高 

    持分法適用会社の連結子会社増加による 

                                   減 少 高 

    自 己 株 式 消 却 に よ る 減 少 高  

△460 
 
 
757 
86 
－ 
8,667 
 
－ 
－ 

△2,570 
 
 

1,550 
       76 
39 
－ 
 
354 
2,602 

△643 
       
 
775 

       76 
39 
－ 
 
－ 
－ 

 計  9,510 4,621 890 

  利益剰余金中間期末（期末）残高 131,052   141,022   146,680 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



(連10) 

中間連結キャッシュ・フロ－計算書 
                                                                                   日清紡 

                                                                                    （単位：百万円） 
                               
            科             目 
       

当中間期 
自 １４．４．  １ 
至 １４．９．３０ 

前年中間期 
自 １３．４．  １ 
至 １３．９．３０ 

前    期 
自 １３．４．  １ 
至 １４．３．３１ 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ－ 
     税金等調整前中間(当期)純利益 
     減 価 償 却 費 
     連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
     貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 
     退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 
     受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
     支 払 利 息 
     持 分 法 に よ る 投 資 損 失 
     投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 
     投 資 有 価 証 券 評 価 損 
     ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 
     固 定 資 産 売 却 廃 棄 損 益 
     事 業 整 理 損 
     事 業 再 開 発 費 用 
     特 別 退 職 金 
     売 上 債 権 の 減 少 額 
     棚 卸 資 産 の 増 減 額 
     仕 入 債 務 の 減 少 額 
     そ の 他 
     役 員 賞 与 の 支 払 額 

 
５２３ 
６，２３３ 
△１８ 
１１０ 
５７６ 

△１，１７３ 
７２８ 
４１０ 
４４９ 
１９８ 
８ 
２３４ 
１３１ 
１１２ 
１６ 

５，９６６ 
３，４２４ 
△２，２１１ 
△６４６ 
△９２ 

 
２０７ 
６，５２１ 
△１８ 
１５ 
２６９ 

△１，２０１ 
８９５ 
２，３２５ 
△１，５８３ 
２７１ 
－ 

△１５２ 
９５１ 
９８ 
２７６ 
２，５７７ 
△２４５ 
△３，４２０ 
３３４ 
△８４ 

 
４６ 

１３，４２２ 
△３６ 
△１２２ 
△４３ 

△２，０７３ 
１，７６７ 
５，１５７ 
△３，０６１ 
１，３４３ 
２ 

△１，７５２ 
７７５ 
１８６ 
７５２ 
８，５０７ 
７３７ 

△６，７５９ 
△３，０８３ 
△８４ 

             小        計 
     利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
     利 息 の 支 払 額 
     特 別 退 職 金 の 支 払 額 
     法 人 税 等 の 支 払 額 

１４，９７８ 
１，２７７ 
△７５６ 
△１６ 
△４４０ 

８，０３６ 
１，２６５ 
△９３９ 
△２７６ 
△９８９ 

１５，６８１ 
２，１０２ 
△１，７８７ 
△７５２ 
△１，９４６ 

     営業活動によるキャッシュ・フロ－ 
 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ－ 
     定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 
     定 期 預 金 の 払 出 に よ る 収 入 
     有形固定資産の取得による支出 
     有形固定資産の売却による収入 
     投資有価証券の取得による支出 
     投資有価証券の売却による収入 
     短 期 貸 付 金 の 純 増 減 額 
     そ の 他 

１５，０４３ 
 
 

△３７ 
９６４ 

△４，７８６ 
２５０ 
△６８ 
３，１４６ 
△１９ 
△２３５ 

７，０９７ 
 
 

△７１９ 
１９８ 

△６，９５６ 
４４４ 

△１，３１３ 
２，３８７ 
５４６ 
△４７３ 

１３，２９８ 
 
 

△３，３８９ 
２，３８７ 
△１２，３９７ 
４，４４８ 
△４，４９４ 
４，８６９ 
５８６ 

△１，８２４ 
     投資活動によるキャッシュ・フロ－ 
 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ－ 
     短 期 借 入 金 の 純 減 額 
     長 期 借 入 金 に よ る 収 入 
     長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 
     自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 
     連結子会社の減資による少数株主への支払額 
     配 当 金 の 支 払 額 
     少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 

△７８５ 
 
 

△５６ 
８６１ 

△１，６４２ 
△４５ 
△４２３ 
△７５７ 
△８ 

△５，８８６ 
 
 

△２，４１１ 
５７０ 

△１，２８３ 
－ 
－ 

△７７５ 
△８ 

△９，８１４ 
 
 

△２，７２１ 
７１４ 

△１，９９８ 
△２，６２０ 

－ 
△１，５５０ 
△９ 

     財務活動によるキャッシュ・フロー 
 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 

△２，０７０ 
 

△２６２ 

△３，９０７ 
 
３６ 

△８，１８４ 
 

２２０ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 
Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 

１１，９２６ 
１３，４１９ 
２８２ 
△２０ 

△２，６６０ 
１７，７２４ 
２０８ 
△３３ 

△４，４８０ 
１７，７２４ 
２０８ 
△３３ 

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ２５，６０７ １５，２３９ １３，４１９ 



(連11) 

          
                                                                                       日清紡 
   中間連結財務諸表作成のための基本となる事項                                           

 
１．連結の範囲に関する事項 
  （連結子会社）ﾆｯｼﾝ･ﾄ-ｱ㈱･恵美寿織布㈱･日清紡ﾔｰﾝﾀﾞｲﾄﾞ㈱・日清紡ﾓﾋﾞｯｸｽ㈱･日新ﾃﾞﾆﾑ㈱･ﾆｯｼﾝ･ﾃｯｸｽ㈱･ 
         ㈱日清紡ﾃｸﾉﾋﾞｰｸﾙ･日清紡ﾌﾞﾚｰｷ販売㈱･日本ﾎﾟｽﾀﾙﾌﾗﾝｶｰ㈱･東海製紙工業㈱･日本高分子㈱･岩尾㈱･ 
        ﾆｯｼﾝﾎﾞｳ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱･日清紡機械販売㈱･上田日本無線㈱･日清紡都市開発㈱･関西日清紡都市開発㈱･ 
                NISSHINBO DO BRASIL INDUSTRIA TEXTIL LTDA.･ P.T.GISTEX NISSHINBO INDONESIA･P.T.NIKAWA TEXTILE･ 
          NISSHINBO AUTOMOTIVE CORPORATION・NISSHINBO AUTOMOTIVE MANUFACTURING INC.･ 
                NISSHINBO SOMBOON AUTOMOTIVE CO.,LTD.・SAERON AUTOMOTIVE CORPORATION･KOHBUNSHI(THAILAND)LTD･ 
                浦東高分子(上海)有限公司・NISSHINBO EUROPE B.V.              計 27 社  
  （非連結子会社）11 社 
２．持分法の適用に関する事項 
    非連結子会社 11 社及び関連会社 9社のうち、関連会社であるｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃ-ﾍﾞｽ㈱･㈱ﾅｲｶﾞｲｼｬﾂの 2 社に対する投資に 
ついては、持分法を適用している。 
３．連結子会社の中間決算日等 
    在外連結子会社 10 社の中間決算日は 6月 30 日であり、中間連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を 
    使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な差異については、必要な調整を行っている。 
４．会計処理基準に関する事項 
  (1)重要な資産の評価基準 
    ①有価証券 
       その他有価証券 
           時価のあるもの:中間期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。（評価差額は全部資本直入法により 
                          処理し、売却原価は移動平均法により算定している） 
           時価のないもの:移動平均法による原価法によっている。  
    ②棚卸資産：主として総平均法による低価法によっている。 
  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
     有形固定資産：主として定率法によっているが、一部の連結子会社は定額法によっている。 
  (3)重要な引当金の計上基準 
    ①退職給付引当金 
      従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間 
    連結会計期間末において発生していると認められる額を計上している。 
      数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15 年)による 
      定額法により翌連結会計年度から費用処理している。 
   ②役員退職引当金   
      親会社及び一部の連結子会社が、内規に基づく中間連結会計期間末要支給額の全額を計上している。 
    ③貸倒引当金 
      一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収 
      不能見込額を計上している。 
  (4)リ－ス取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸 
     借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
  (5)重要なヘッジ会計の方法 
     繰延ヘッジ処理によっている。なお、為替予約については、振当処理によっている、  
(6)消費税等の会計処理 
     税抜方式によっている。 
５．中間連結キャッシュ・フロ－計算書における資金の範囲 
    中間連結キャッシュ・フロ－計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、随時引き出し可能な預金及び 
容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から６ケ月以内に償還期限の到来 
する短期投資からなっている。 
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                                                                                  日清紡 
≪注記事項≫ 
 当中間期 前年中間期 前    期 

1.受取手形割引高         264 百万円         384 百万円         402 百万円 

2.受取手形裏書譲渡高            －百万円            8 百万円            1 百万円 

3.有形固定資産の減価償却累計額     207,236 百万円     213,823 百万円     207,333 百万円 

4.保証債務       2,597 百万円         871 百万円       2,477 百万円 

5.自己株式の株数     120,298 株       1,114 株      39,646 株 

6.連結子会社が所有する 

    連結財務諸表提出会社の株数 

 

    285,670 株 

 

    285,670 株 

 

    285,670 株 

7.担保に供している資産       6,880 百万円       6,883 百万円       7,223 百万円 

8.一般管理費及び当期製造費用 

          に含まれる研究開発費 

 

      2,941 百万円 

 

      3,018 百万円 

 

      6,090 百万円 
9.期末日(銀行休業日)満期手形 
                 受取手形 
                 支払手形 

 
          －百万円 
          －百万円 

 
      1,771 百万円 
        205 百万円 

 
      1,517 百万円 
        323 百万円 

 
 
（連結キャッシュ・フロ－計算書関係） 
   現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係  （単位:百万円） 

    当中間期 前年中間期 前   期 

現金及び現金同等物      30,491      20,132      19,212 

預入期間が 6 ｹ月を超える定期預金       4,884       4,893       5,793 

現金及び現金同等物      25,607      15,239      13,419 

 
 
（リ－ス取引関係） 
 １．リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引 
   ①リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額（単位:百万円） 

  当中間期 前年中間期 前   期 

取得価額相当額        2,447        2,863        2,810 

減価償却累計額相当額        1,650        1,840        1,887 

期末残高相当額          797        1,023          923 

   ②未経過リ－ス料期末残高相当額                                             （単位:百万円） 

 当中間期 前年中間期 前   期 

  １ 年 以 内          349          494          432 

  １  年  超          448          529          491 

    合    計          797        1,023          923 
   ③支払リ－ス料（減価償却費相当額）                                         （単位:百万円） 

  当中間期 前年中間期 前   期 

 支払リ－ス料          235          367          530 

  （注）取得価額相当額及び未経過リ－ス料期末残高相当額の算定は支払利子込み法、減価償却費相当額 
        の算定は定額法によっている。 
 ２．オペレ－ティング・リ－ス取引に係る未経過リ－ス料期末残高相当額   （単位:百万円） 

 当中間期 前年中間期 前   期 

  １ 年 以 内           －           32           15 

  １  年  超           －           －           － 

    合    計           －           32           15 

 
 
 
 
 
 



(連13) 

 
日清紡 

（有価証券関係） 
    1.満期保有目的の債券で時価のあるもの 
      該当事項はない。 
    2.その他有価証券で時価のあるもの                                                         （単位:百万円） 
 当中間期 前   期 前年中間期 
 (平成 14 年 9月 30 日現在) (平成 14 年 3月 31 日現在) (平成 13 年 9月 30 日現在) 

       
取得原価 

中間連結 
貸借対照 
表計上額 

 
差  額 

 
取得原価 

連    結 
貸借対照 
表計上額 

 
差  額 

 
取得原価 

中間連結 
貸借対照 
表計上額 

 
差  額 

 ①株式 

 ②債券 

 ③その他 

 38,615 

     19 

  1,207 

 81,212 

     24 

  1,006 

 42,597 

      5 

  △201 

 32,444 

     19 

  1,189 

 77,078 

     23 

  1,067 

 44,634 

      4 

  △122 

 33,775 

     19 

  1,227 

 87,758 

     24 

  1,158 

 53,983 

      5 

   △69 

 合   計  39,841  82,242  42,401  33,652  78,168  44,516  35,021  88,940  53,919 

     3.時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)計上額    （単位:百万円） 
 当中間期 前   期 前年中間期 
 (平成14年9月30日現在) (平成 14 年 3月 31 日現在) (平成13年9月30日現在) 

 中間連結貸借対照表計上表 連結貸借対照表計上額表 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
 非上場株式(店頭売買株式を除く) 
 非上場内国債券 
 非上場外国債券  

 
       1,546 
         501 
       5,956 

 
       1,533 
         501 
       6,798 

 
         531 
         500 
       6,614 

 
  
（デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益） 
    ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略している。  



(連14) 

 

セ  グ  メ  ン  ト  情  報 
                                                                                   日清紡 
１．事業の種類別セグメント情報 
(1)当中間期（平成 14 年 4月１日～平成 14 年 9月 30 日）                              （単位：百万円） 
 繊   維 

事   業 

ブレーキ 

製品事業 

紙 製 品 

事    業 

化 成 品 

事    業 

不 動 産 

事    業 

そ の 他 

事    業 
計 

消去又は 

全    社 
連   結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 

  売  上  高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 
 
 36,280 

 
 
 27,852 

 
 
 12,863 

 
 
 16,103 

 
 
    2,364 

 
 
   17,978 

 
 
 113,440 

 
 
     － 

 
 
 113,440 

 (2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高   

 
      0 

 
     － 

 
      6 

 
    473 

 
    154 

 
    501 

 
   1,134 

 
( 1,134) 

 
      － 

              計  36,280  27,852  12,869  16,576   2,518  18,479  114,574 ( 1,134)  113,440 

   営  業  費  用  37,174  25,352  12,194  16,320   1,229  20,273  112,542 ( 1,149)  111,393 

   営業利益又は損失（△）   △894   2,500     675     256   1,289 △1,794    2,032      15    2,047 

 
(2)前年中間期（平成 13 年 4月１日～平成 13 年 9月 30 日）                            （単位：百万円） 
 繊   維 

事   業 

ブレーキ 

製品事業 

紙 製 品 

事    業 

化 成 品 

事   業 

不 動 産 

事    業 

そ の 他 

事    業 
計 

消去又は 

全    社 
連   結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 

  売  上  高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 
 
 39,997 

 
 
 25,258 

 
 
 13,373 

 
 
 13,324 

 
 
  2,156 

 
 
 19,945 

 
 
 114,053 

 
 
     － 

 
 
 114,053 

 (2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高   

 
      0 

 
     － 

 
      6 

 
    396 

 
    130 

 
    713 

 
   1,245 

 
( 1,245) 

 
      － 

              計  39,997  25,258  13,379  13,720   2,286  20,658  115,298 ( 1,245)  114,053 

   営  業  費  用  39,751  24,111  12,921  13,509   1,177  21,663  113,132 ( 1,273)  111,859 

   営業利益又は損失（△）     246   1,147     458     211   1,109 △1,005    2,166      28    2,194 
 
(3)前  期（平成 13 年 4月１日～平成 14 年 3月 31 日）                                （単位：百万円） 
 繊   維 

事   業 

ブレーキ 

製品事業 

紙 製 品 

事    業 

化 成 品 

事   業 

不 動 産 

事    業 

そ の 他 

事    業 
計 

消去又は 

全    社 
連   結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 

  売  上  高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 
 
 78,203 

 
 
 51,926 

 
 
 25,497 

 
 
 24,110 

 
 
  4,403 

 
 
 41,697 

 
 
 225,836 

 
 
     － 

 
 
 225,836 

 (2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高   

 
      0 

 
      1 

 
     11 

 
    718 

 
    260 

 
    942 

 
   1,932 

 
 (1,932) 

 
      － 

              計  78,203  51,927  25,508  24,828   4,663  42,639  227,768  (1,932)  225,836 

   営  業  費  用  77,981  49,570  24,404  25,033   2,416  44,459  223,863  (1,995)  221,868 

   営業利益又は損失（△）     222   2,357   1,104   △205   2,247 △1,820    3,905      63    3,968 

(注)事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

   １．事業区分の方法         製品の種類別区分によっている。 

   ２．各区分に属する主要な製品の名称 

     ①繊維事業               綿糸、綿織物、綿ニット製品、化合繊糸、化合繊織物、化合繊ニット製品、 

                              スパンデックス製品など 

     ②ブレーキ製品事業       摩擦材、ブレーキアッセンブリィ、アンチロックブレ－キシステムなど 

     ③紙製品事業             家庭紙、洋紙など 

     ④化成品事業             ウレタンフォ－ム、プラスチック成型加工など 

     ⑤不動産事業             ビルの賃貸、ショッピングセンタ－の賃貸など 

     ⑥その他事業             メカトロニクス製品、電子機器など 

（事業区分の変更） 

   従来、化成品事業はその他事業に含めていたが、当該事業区分における重要性が増し、今後もこの傾向が予想されるた 
め、当中間期より区分して表示することに変更した。なお、前年中間期及び前期も変更後の事業区分に組替えて表示して 

  いる。 
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                                           日清紡 
２． 所在地別セグメント情報 
(1)当中間期(平成 14 年 4月 1日～平成 14 年 9月 30 日) 
 日   本 その他の地域 計 消去又は全社   連   結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 

  売  上  高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 
 
  101,720 

 
 
   11,720 

 
 
  113,440 

 
 
       － 

 
 
 113,440 

 (2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高   

 
    1,071 

 
    1,618 

 
    2,689 

   
 (2,689) 

 
        － 

              計    102,791    13,338    116,129    (2,689)    113,440 

   営  業  費  用   101,739    12,329    114,068    (2,675)  111,393 

   営業利益又は損失（△）     1,052   1,009   2,061    (   14) 2,047 

(2)前  期(平成 13 年 4月 1日～平成 14 年 3月 31 日) 
 日   本 その他の地域 計 消去又は全社   連   結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 

  売  上  高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 
 
  203,709 

 
 
   22,127 

 
 
  225,836 

 
 
       － 

 
 
 225,836 

 (2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高   

 
    2,276 

 
    2,962 

 
    5,238 

   
 (5,238) 

 
        － 

              計    205,985    25,089    231,074    (5,238)    225,836 

   営  業  費  用   202,825    24,205    227,030    (5,162)  221,868 

   営業利益又は損失（△）     3,160     884   4,044    (   76) 3,968 

(3)前中間期(平成 13 年 4月 1日～平成 13 年 9月 30 日) 

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、所在地セグメント情報の 

記載を省略している。 

                                                                                      
３．海外売上高 
(1)当中間期(平成 14 年 4月 1日～平成 14 年 9月 30 日) 

 ア ジ ア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高   14,644 百万円      5,989 百万円     20,633 百万円 

Ⅱ．連結売上高                    113,440 百万円 

Ⅲ．連結売上高に占める 

    海外売上高の割合 
     12.9％        5.3％       18.2％ 

(2)前中間期(平成 13 年 4月 1日～平成 13 年 9月 30 日) 

 ア ジ ア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高   12,694 百万円      5,727 百万円     18,421 百万円 

Ⅱ．連結売上高                    114,053 百万円 

Ⅲ．連結売上高に占める 

    海外売上高の割合 
     11.1％        5.1％       16.2％ 

(3)前   期(平成 13 年 4月 1日～平成 14 年 3月 31 日) 

 ア ジ ア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高   26,120 百万円     10,917 百万円     37,037 百万円 

Ⅱ．連結売上高                    225,836 百万円 

Ⅲ．連結売上高に占める 

    海外売上高の割合 
     11.6％        4.8％       16.4％ 

  (注)海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

   

 

 
 


